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 あなたに対する生活介護サービスの提供開始にあたり、厚生労働省令に基づいて

社会福祉法人
恩賜

財団済生会支部大阪府済生会障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生

活介護））（以下、「事業者」）の概要や提供されるサービスの内容及び契約上ご留意 

いただきたいことを次のとおり説明します。 

１．事業者の経営法人 

（１）法 人 名   社会福祉法人
恩賜

財団済生会支部大阪府済生会  

（２）法人の所在地   大阪府大阪市中央区谷町７丁目４番１５号 

             大阪府社会福祉会館３階 

（３）電 話 番 号   ０６－６７６３－０２５７ 

（４）代表者の氏名   支部長 三嶋 理晃 

（５）設 立 年 月 日   昭和２７年５月２２日 

 

２．事業者の概要 

（１）事 業 者 の 種 類  指定生活介護事業所 

（２）事 業 者 の 名 称  障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生活介護）） 

（３）事 業 者 番 号  大阪府第２７１５６００１７３号 

（４）事業者の所在地  大阪府泉南市りんくう南浜３番７ 

（５）事業者の電話番号  ０７２―４８０－５６０４ 

（６）事業者の代表者  施設長 薮内 良造  

（７）事業の開設年月日  平成１８年１０月１日 

（８）事 業 者 の 定 員  ２０名   

（９）事 業 の 目 的 

事業者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等関係

法令の趣旨に従い、障害を持った利用者（以下、「利用者」という。）が、自立した日

常生活または社会生活を営むことができるよう、個別支援計画に基づき、必要な日常

生活上のサービスを行うことにより、利用者の社会的孤独感の解消および心身の機能

の維持、ならびに利用者の家族の身体的、精神的負担の軽減をはかることを目的とし

ます。 

（10）事 業 の 方 針 

・利用者の人権を尊重し、利用者の立場に立ったサービスを提供します。 

・明るく家庭的な雰囲気作りを心掛け、地域や家庭との結びつきを重視します。 

・利用者の有する能力に応じて、在宅での生活が可能となるよう支援します。 

 

ふれあい泉南（生活介護） 重要事項説明書 
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３．事業者窓口の営業日及び営業時間 

（１）営業日   月曜日～土曜日 

（１２月３１日～１月３日までを除く） 

（２）営業時間  午前８時４５分～午後５時１５分 

（３）サービス提供時間 午前 8 時 45 分～午後４時 30 分 

４．施設設備の概要 

施設設備は厚生労働省令の基準を厳守するとともに、以下を整備しています。 

デイルーム 

訓練作業室兼食堂 

休養室 

一般浴室 

特殊浴室 

脱衣室 

相談室 

トイレ 洗面所 

 

５．職員の配置状況 

事業者の職員は、厚生労働省令の人員配置基準を遵守するとともに、次の職員を配置

し、勤務の体制を確保します。尚、配置人員は指定基準を遵守しつつ、利用者の介護の

状況等により変動することがあります。 

 

職   種 職 務 内 容 人員数 

管理者 
利用者に対する、居宅サービス等の状況を総括管理し、所属職員を

指揮監督します。 
常 勤 1 名 

サービス管理

責任者 

利用者の課題分析及び支援内容の検討結果に基づき、個別支援計画

を作成し、評価を通じて利用者が自立した日常生活を営むことがで

きるように支援します。 

常 勤 1 名 

医師 
利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導リハビリテ

ーション計画の作成を行います。 
非常勤 1 名 

看護職員 
看護職員は、医師の指導のもと、利用者に対して日常生活上の健康

管理及び療養上の指導をおこなう。 
非常勤 1 名 

生活支援員 利用者の日常生活の支援をし、特に入浴送迎等の支援を行う。 
常 勤 4 名 

非常勤 8 名 

機能訓練指導 
日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行

う。 
非常勤 1 名 

調理員 
栄養士の指示のもと、利用者の食生活の維持向上のため、給食調理

業務に従事する。 

給食委託業者

に業務委託 
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６．事業者が提供するサービス及び利用料 

事業者では、利用者に対して次のサービスを提供します。 

（１）提供するサービスについて 

（ア）食事   

   希望により、利用者の身体状況や嗜好に配慮した食事を提供します。 

   （食事時間）昼食１１時４５分から おやつ１４時３０分から 

（イ）入浴   

   希望により入浴サービスを提供します。 

必要に応じて介助や確認を行います。利用者の心身の状況により、入浴が困

難と認められる時は、清拭もしくはシャワー浴に変更する場合もあります。 

（ウ）排泄   

自立促進のため、利用者の身体能力を最大限に活用した援助を行います。 

（エ）送迎 

希望により自宅から事業所までの送迎サービスを提供します。利用者の心身

の状況により必要に応じて車椅子などの対応を行います。 

（オ）健康管理 

日常生活上必要なバイタルチェックや投薬、その他の必要な管理、記録をお

こないます。また、医療機関との連絡調整及び、協力医療機関を通じて健康

保持の為の適切な支援を行ないます。 

  （カ）創作的活動 

     趣味の領域の拡大と楽しみのある生活が送れるように支援します。  

  （キ）生産活動 

     軽作業等の生産活動の機会を提供します。 

     （工賃の支払い）生産活動における事業収入から必要経費を差し引いた額に

相当する金額を工賃として、生産活動に従事している利用者に支払います。 

（ク）リハビリテーション 

医師・理学療法士が共同で作成するリハビリテーション実施計画に基づき、

身体機能の低下の予防、維持、向上、並びに日常生活能力の向上のための食

事や家事等の訓練をおこないます。定期的に評価を行い自立した日常生活が

営むことのできるよう支援する。 

（ケ）相談および援助 

利用者およびその家族が希望する生活や利用者の心身の状況を把握し適切な

相談、助言、援助等を行います。又、連絡帳等により情報の交換に努めます。 

利用を予定していた場合の欠席時には、利用者または、その家族等への連絡

調整を行うと共に利用者の状況を把握し、必要であれば相談、援助を行いま

す。 

（コ）事業所外支援 

常時サービスを利用している利用者が、心身の状況の変化により、5 日以上

連続して利用がなかった場合は居宅を訪問して状況を確認し、月 2 回を限度

として同意の上で支援を行います。 

（サ）その他 
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日常生活に変化をつけるため、レクリエーションやクラブ活動を行います。 

 

（２）送迎の実施地域 

 

本サービスの通常の送迎実施地域は泉南市、阪南市（貝掛・桑畑・淡輪・鳥取中・ 

鳥取三井・箱作・箱の浦・南山中・舞・桃の木台・光陽台２～４丁目を除く地域） 

及び、田尻町とします。 

 

（３）サービスの利用料 

サービスの提供を受けた場合は、厚生労働省の告示の単価による利用料が発生し

ます。事業者が介護給付等の給付を市町村から直接受け取る（代理受領する）場

合、利用者負担分としてサービス利用料金全体の１割の額を事業者にお支払いい

ただきます。（定率負担または利用者負担額といいます） 

なお、利用者負担額の軽減等が適用される場合は、この限りではありません。所得

に応じて負担上限月額が設定され、ひと月に利用したサービス量に関わらず、そ

れ以上の負担は生じません。障害福祉サービス受給者証をご確認下さい。 

（ア）サービスの利用料金（１日あたり）について（別紙－１）  

（イ）介護給付費の対象とならないサービスの自己負担額 

利用者等が個々に希望する介護給付費の対象外の費用については実費とします 

 

＊障害福祉サービス等報酬の改定、税率の変更、経済状況等の著しい変化その他これ

を相当とする事由がある場合には、相当額に変更することがあります。但し、事前

に変更の内容とその事由について、変更を行う 1 ヶ月前までに、利用者又はご家

族等にご説明し了解を得ます。 

 

（４）利用料のお支払い方法 

利用料のお支払いは、サービスの利用期間ごとに計算してご請求しますので、翌

月２２日までに下記の方法にてお支払い下さい。 

（ア）窓口での現金払い 

（イ）指定口座への振込み（口座は別途お知らせします） 

（ウ）金融機関口座からの自動引き落とし 

ご利用できる金融機関：都市・地方銀行、信用金庫、農協、郵便局 
 

７．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス内容の変更 

サービス利用当日に、契約者の体調等の理由で予定されていたサービスの実施が

出来ない場合には、契約者の同意を得て、サービス内容の変更を行います。その

場合、事業者は変更したサービス内容に応じたサービス利用料金を請求します。 

（２）受給者証の確認 

受給者証の記載内容の変更があった場合は速やかに事業者にお知らせ下さい。又、

職員より受給者証の確認をさせていただく場合には、ご提示ください。 
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（３）その他 

（ア）健康に著しい変動が生じたときは、直ちに申し出てください。 

（イ）火気の取り扱いには常に注意し、喫煙については禁煙とします。 

（ウ）故意に器物や設備を破損、又は許可なく所定の場所以外に移動させないこ

と。 

（エ）利用者及び家族ならびに面会者等は職員の許可なく、飲食物を施設内に持

ち込まないでください。 

（オ）利用者の営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動等は禁止します。 

（カ）その他、施設職員の指示、指導に従い、他人に迷惑を及ぼさないこと。 

 

８．サービスの利用ができなくなる場合 

（１） 事業者が解散を命じられた場合及び破産をした場合、又は、やむを得ない事由

により閉鎖した場合。 
（２） 事業者の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能となった場合。 

（３） 事業者が自立支援サービスの指定を取り消された場合、又は、指定を辞退し 

た場合。 

（４） 障害支援区分認定により、利用者の心身の状況が区分２以下（５０歳以上は区 

分２でも可）と認定された場合。 

（５） 利用者からのサービス中止の申し出による場合。 

契約の有効期間内であっても、利用者からサービスの中止を申し出ることがで 

きます。その場合には、サービス中止を希望する日の２日前までに、申し出る 

こととします。 

（ア）サービス利用料の変更に同意できない場合には、本契約を解約することが 

      できます。この場合、解約の意思表示が当事業所に到達した時点で契約は

終了します。 

（イ）事業者もしくは職員が正当な理由なく、サービスを実施しない場合。 

（ウ）事業者もしくは職員が個人情報保護管理規定に違反した場合。 

（エ）事業者もしくは職員が故意又は過失により利用者の身体、財物、信用等を

傷つけ、又は著しい不信行為、その他、本契約を継続しがたい重大な事情

が有る場合。 

（オ）他の利用者が（エ）と同様の行為を行い、事業者が適切な対応をとっても、

本契約を継続しがたい場合。 

     

（６）事業者からの申し出によりサービスを中止していただく場合。    

     契約期間内であっても、下記の事項に該当する場合は、終了させていただくこ

とがあります。 

（ア）利用者が契約締結時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、又は不実の告知を行った場合。 

（イ）利用者等により、サービス利用料の支払いを催告したにも関わらず３ヵ月間

をもってこれを完済できない場合。 

（ウ）利用者の故意又は重大な過失により、事業者又は職員もしくは他の利用者
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等の生命、身体、財物、信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行った場

合。 

（エ）利用者が病院又は診療所等に入院した場合。 

（オ）利用者が死亡した場合。 

（カ）サービス利用料の変更について、通知してから 30 日以内に利用者が変更 

の同意を提出しない場合。 

 

（７）円滑なサービス持続のための援助 

     事業者のサービスを中止する場合には、合理的で可能な範囲内で以下の援助を 

行うよう努めます。 

    （ア）適切な病院もしくは診療所又は障害福祉サービス等の紹介。  

    （イ）相談支援事業所の紹介。 

    （ウ）その他の保健医療サービス又は福祉サービス提供者の紹介。 

 

９．利用者の記録及び、個人情報の管理等 

  （１）記録について 

事業者は、法令に基づいて利用者の記録及び情報を適切に管理し、利用者の求め

に応じてその内容を開示します。また、記録及び、情報についてはサービス提供

開始から 5 年間保管します。 

（２）秘密保持と個人情報の保護について 

（ア）事業者及び職員は利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」を遵守し、

サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由

なく、第三者に漏洩しません。これはサービス提供終了後並びに職員が退

職後も継続されます。 

（イ）職員は、利用者に医療上、緊急の必要性が認められる場合には、契約者の

同意を得ることなく、医療機関に対して心身の状態等の情報を提供できる

ものとします。 

（ウ）事業者は、情報共有を図るために契約者の同意を得ることなく、泉南特別養

護老人ホームなでしこりんくう付帯事業所・新泉南病院・介護老人保健施設

ライフポート泉南に対して、心身の状態等の情報を提供できるものとします。 

（エ）職員は、利用者の円滑なサービス持続を援助するために必要があると認め

られる場合には、当該目的に必要な範囲で契約者に関する情報を第三者に

提供できるものとし、利用者はこれに予め同意するものとする。 

（オ）職員は障害福祉サービス利用のため、市町村、相談支援事業者その他のサ

ービス事業者等への利用状況の提供できるものとし、利用者はこれに予め

同意するものとします。 

（カ）障害福祉サービスの質の向上のために行う学会、研究会等での事例研究報

告において使用できるものとし利用者はこれに予め同意するものとします。

尚、この場合には契約者個人を特定できないよう仮名等を使用し秘密を厳

守いたします。 
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（キ）事業者は次の世代を担う福祉・介護・医療の人材を育成するため、積極的

に実習生（社会福祉士・介護福祉士・看護師等）の受け入れをしておりま

す。受け入れにおいて、事業者は実習の記録等に使用できるものとし、予

め同意するものとします。尚、契約者個人を特定できないように仮名等を

使用し秘密を厳守いたします。 

（ク）事業者は、個人情報の利用目的に変更が生じた場合は、その旨を利用者に

通知します。 

   

１０．障害福祉サービス事業に関する相談、苦情について 

事業者における苦情やご相談は「利用者からの苦情を処理するための措置の概要」に

より別に定めます。（別紙－２） 

    

１１．緊急時の対応 

事業者は、利用者の状態の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに利用者

の応急処置に全力を尽します。直ちに上司に報告し、指示を仰ぐとともに、協力医療

機関に対し救急要請を行い、家族及び関係部署にも連絡を行います。ただし、協力医

療機関は優先的な診療・入院治療を保証するものではございません。 

 

１２．事故発生時の対応 

事業者が利用者に対して行う生活介護の提供により、事故が発生した場合には、 

速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事 

故調査委員会を設置し、事故に関与した全員が報告書を作成し、原因の究明と再発防 

止に努め、調査の経過報告並びに結果報告を行います。利用者に対する生活介護の提 

供により賠償すべき事故の場合には、速やかに損害賠償を行います。 

尚、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

保険名 しせつの損害賠償責任保険 

保障の概要 センター内外における業務上過失の保障（但し、車両事故は除く） 

 

１3．事故防止について 

事業者は、利用者等の事故発生の防止ならびに発生時の適切な対応のために、次に掲

げるとおり必要な措置を講じます。ただし、利用者の自立した行動、心身の状況や病気

などが原因により、危険（転倒・転落等）を伴う可能性があることを十分にご理解くだ

さい。 

（1） 事故が発生した場合等における報告と、その分析を通じた改善策を職員に周知

徹底する体制を整備します。 

（2） 事故発生防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に開催・実施しま

す。 
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（3） 事故防止に関する研修を受講した担当者を選定します。 

事故の発生又はその再発を防止するための

措置を適切に実施するための担当者 
事業係長 松浪 恵子    

１４．虐待防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要

な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する責任者の選定をしています。 

虐待の発生又はその再発を防止するための

措置を適切に実施するための担当者 
サービス管理責任者 萩ノ前知世    

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催します。 

（3） 成年後見制度の利用支援を行います。 

（4） 苦情解決体制の整備を行います。 

（5） 職員に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研

修計画など）を行い、研修を通じて、職員の人権意識の向上や知識・技術の

向上に努めます。 

（6） 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

（7） 職員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、職員が

利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

１５．衛生管理等 

事業者は、感染症又は食中毒が発生した場合、まん延しないように、次の各号に掲げ

る措置を講じます。また、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生

を予防するための体制を整備します。 

（1） 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を月

一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

知徹底を図ります。 

（2） 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

（3） 介護職員その他の従業員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

します。 

（4） 感染対策及び褥瘡予防策に関する担当者を選定します。 

感染対策担当者 

褥瘡予防対策担当者 
サービス管理責任者 萩ノ前知世    

 

１6．非常災害対策について 

  消防法施行規則第 3 条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処する計 

画に基づき防火管理、災害時管理を行います。また消防法第 8 条に規定する防火管理 

者を設置して非常災害対策を行います。 
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（１）防火管理者を管理権限者により選任します。 

  （２）火元責任者には、事業者の職員を充てます。 

（３） 非常災害用の設備点検は、契約保守業者ならびに事業者の職員に依頼します。 

  （４）非常災害設備は、有効に保持するよう努めます。 

  （５）非常災害に備えて、自衛消防隊を編成し、また消防訓練を実施します。 

    （ア）消防訓練（消火、通報、避難）は年 1 回以上実施します。 

    （イ）非常災害設備の使用方法の徹底については随時行います。 

  （６）その他、必要な災害防止対策についても、必要に応じて対処します。 

  （７）事業継続計画（BCP）（災害及び感染）を策定し、年に 1 回以上は当該計画

に則った研修及び訓練を実施します。 

 

１７．身体拘束について 

事業者では、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷

他害等のおそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して

危険が及ぶことが考えられる時は、利用者またはその家族等に対して説明し同

意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことが

あります。その場合は、身体拘束を行った時間、理由及び態様等についての記

録を行います。 

①緊急性・・・直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・

身体に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

②非代替性・・身体拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危

険が及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③一時性・・・利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがな

くなった場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

また、事業者として身体拘束等適正化のための指針に基づき、対策を検討する 

委員会を定期的に開催し、その結果を職員に周知徹底を図ります。職員に対し 

て定期的な研修を行ないます。 

身体拘束等の適正化担当者 サービス管理責任者 萩ノ前 知世    

 

１８．第三者評価の実施状況 

実施の有無 有  ・  無 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況 有  ・  無 
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障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生活介護）） 

 重要事項説明同意書 

 私は、本書面に基づいて、事業者から指定生活介護事業サービスに関する重要事項の

説明を確かに受けました。 

 

令和   年   月   日 

  

   契 約  者              住  所   

 

 

               氏  名                  

上記署名は 

 

氏名 ： 

 

続柄 ： 

が代行しました。 

代理署名理由： 

 

法定代理人として、本書面に基づいて、事業者から重要事項の説明を受け、同意いた

します。 

     法 定 代 理 人  住  所   

 

 

          氏  名                  

 

連帯保証人として、本書面に基づいて、事業者から重要事項の説明を受け、同意いた

します。 

     連 帯 保 証 人  住  所   

 

 

           氏  名    

     

    サービス提供開始予定日   令和   年    月   日 

                    

本書面に基づき利用者及び連帯保証人等に重要事項の内容についての説明を行いまし

た。 

令和   年   月   日 

 障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生活介護）） 

説明者職名 サービス管理責任者 氏  名                   
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別紙―１ 障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生活介護））利用料金 

                      令和 6 年（2024 年）4 月 1 日以降 

１． 介護給付費給付対象費用の目安（１日あたり）       

生活介護サービス費（定員 11 名以上 20 人以下）       （非課税） 

 加算項目   利用料 利用者負担 

加算 

食事提供体制加算 1 日につき 311 円 32 円 

利用者負担上限額管理加算 1 月につき 1,555 円 156 円 

訪問支援特別加算１ 1 回につき 1,903 円 194 円 

訪問支援特別加算２ 1 回につき 2,850 円 291 円 

所要時間 支援区分 利用料 利用者負担 

3 時間未満 

区分 6 5,361 円 537 円 

区分 5 4,002 円 401 円 

区分４  2,779 円 278 円 

区分３ 2,478 円 248 円 

区分２以下  2,260 円 226 円 

3 時間以上 4

時間未満 

区分 6 6,699 円 670 円 

区分 5 5,008 円 501 円 

区分４  3,473 円 348 円 

区分３ 3,111 円 312 円 

区分２以下  2,831 円 284 円 

4 時間以上 5

時間未満 

区分 6 8,026 円 803 円 

区分 5 5,993 円 600 円 

区分４  4,158 円 416 円 

区分３ 3,712 円 372 円 

区分２以下  3,390 円 339 円 

5 時間以上 6

時間未満 

区分 6 9,374 円 938 円 

区分 5 7,010 円 701 円 

区分４  4,863 円 487 円 

区分３ 4,345 円 435 円 

区分２以下  3,950 円 395 円 

6 時間以上 7

時間未満 

区分 6 13,045 円 1,305 円 

区分 5 9,758 円 976 円 

区分４  6,761 円 677 円 

区分３ 6,045 円 605 円 

区分２以下  5,516 円 552 円 

7 時間以上 8

時間未満 

区分 6 13,387 円 1,339 円 

区分 5 10,017 円 1,002 円 

区分４  6,937 円 694 円 

区分３ 6,201 円 621 円 

区分２以下  5,651 円 566 円 
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初期加算 1 日につき 311 円 32 円 

人員配置体制加算（Ⅰ）（1.5：1） 1 日につき 3,328 円 333 円 

人員配置体制加算（Ⅱ）（1.7：1） 1 日につき 2,748 円 275 円 

人員配置体制加算（Ⅲ）（2：1） 1 日につき 1,876 円 188 円 

人員配置体制加算（Ⅳ）（2.5：1） 1 日につき 528 円 53 円 

入浴支援加算 1 日につき 829 円 83 円 

福祉専門職員配置等加算（Ⅰ） 1 日につき 155 円 16 円 

欠席時対応加算 1 日につき 974 円 98 円 

リハビリテーション加算（Ⅰ） 1 日につき 497 円 50 円 

リハビリテーション加算（Ⅱ） 1 日につき 207 円 21 円 

送迎加算（Ⅱ） 片道につき 103 円 11 円 

送迎加算（重度） 片道につき 290 円 29 円 

体験利用支援加算 初日から 5 日目まで 5,185 円 519 円 

6日目から15日目まで 2,529 円 260 円 

栄養スクリーニング加算 6 ヶ月に 1 回を限度 51 円 6 円 

 

※食事提供体制加算：支給決定のある利用者に事業所が食事を提供した場合に 

加算されるもの。 

 

※利用者負担額上限管理加算：利用者の依頼により、利用者の負担上限月額を 

越えて事業者が徴収しないように、管理を行った場合に加算されるもの。 

 

※訪問支援特別加算：継続して利用する利用者が連続して 5 日間利用しなかったときに、

職員が居宅を訪問して相談援助を行った場合に加算されるもの。 

※初期加算：サービス利用の初期段階（開始から 30 日間）において算定され 

るもの。 

 

※人員配置体制加算：利用者の支援区分や基準となる人員配置を加配した場合 

において算定されるもの。 

 

※入浴支援加算：医療的ケアが必要な者等へ入浴支援を行った場合において算 

定されるもの。 

 

※欠席時対応加算：利用者が急病等により利用を中止した場合に、連絡調整や 

相談援助を行った場合に算定されるもの。 

 

※リハビリテーション加算（Ⅰ），（Ⅱ）：理学療法士等が中心となって、利用者ごとのリ

ハビリテーション計画を作成し、個別のリハビリテーションを行う。また、頸髄損傷

による四肢の麻痺等の状態にある者に対する訓練を提供した場合に算定されるもの。 



13 / 15  

※送迎加算Ⅱ：1 回（片道）の送迎につき平均 10 人以上（なお利用定員が 20 

人未満の事業所にあっては、平均的に定員の 100 分の 50 以上が利用してい 

る場合）、もしくは週 3 回以上の送迎を実施している場合に算定されるもの。 

 

※送迎加算（重度）：送迎加算ⅠもしくはⅡを算定している場合、区分 5 もしく 

は区分6に該当する利用者又はこれに準ずる者が利用者数の合計数の100分の60以

上である場合に算定されるもの。 

 

※体験利用支援加算：体験利用を支援する場合に算定されるもの。 

 

※栄養スクリーニング加算：利用開始及び利用中 6 月ごとに利用者の栄養状態 

に関する情報を担当する相談支援専門員に提供した場合に算定されるもの。 

 

※福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）：介護職員の賃金改善等を実施しているものとして

届けた事業所が、算定要件を満たした上で、サービス提供を実施した場合に算定され

るもの。 

＊本加算料金については一月のご利用総単位数の1,000分の44 に相当する 単位数

を算定します。 

 

※福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）：介護職員等の賃金改善等を実施している 

ものとして届出た事業所が、①福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）を取得②福

祉・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取り組みを行っている③福

祉・介護職員処遇改善加算に基づく取り組みについて、ホームページへの掲載等を通じ

た見える化を行っている。上記①～③の算定要件を満たした上、サービス提供を実施し

た場合加算されるもの。 

＊本加算料金については一月のご利用総単位数の1,000分の14 に相当する 単位数

を算定します。 

 

※福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算：「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～

（Ⅲ）のいずれかを取得しており、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質

の向上等の取り組みを行った場合に加算されます。これについては、「区分支給限度基

準額」の算定対象外となります。また、本加算料金については一月のご利用総単位数の

1.1%に相当する単位数を加算します。 

 

※福祉・介護職員処遇改善加算：令和 6 年 6 月 1 日から 

介護職員の賃金改善等を実施しているものとして届けた事業所が、算定要件を満たした

上で、サービス提供を実施した場合に算定されるもの。 

上記「福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」「福祉・介護職員特定処遇改善加算（Ⅰ）」

「福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算」の 3 加算が 1 つに統合されたもの。 

＊本加算料金については一月のご利用総単位数の1,000分の81 に相当する 単位数

を算定します。 

※ 単位数から利用料金を算出する方法 
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①から③は全てにおいて小数点を切り捨てます 

①障害福祉サービス利用料金総額の算出方法 

 所定単位数に地域区分（6 級地）10.37 を乗じた数となります。 

② 介護給付からの給付対象額の算出方法 

  ①で算出した額に０．９を乗じた数 

③ １割部分となる自己負担額の算出方法 

  ①で算出した総額より②で算出した介護給付費給付対象額を減じた数 

＊サービス提供に要する費用のうち、利用者負担額を控除した額を介護給付費といいま

す。 

＊介護給付日は本来、市町が利用者(契約者)に支払うものですが、原則として、利用者

(契約者)に代わり、指定事業者が市町から支払いを受ける「代理受領方式」になりま

す。 

＊希望により、契約者自身が介護給付費を市町から受け取る「償還払い方式」も可能で

す。 

 

２．介護給付費給付対象外費用 

① 食費 昼食・おやつ代 1 日あたり５７０円（非課税）（令和 6 年 7 月 31 日まで） 

                  ６２０円（非課税）（令和 6 年 8 月 1 日から） 

② 光熱水費(入浴の場合) 1 日あたり２５０円（非課税） 

③ 教養娯楽・創作活動費 １日あたり ３０円（非課税） 

④ その他   

利用者が個々に希望する法定代理受領サービスに該当しないものについて 

は、実費相当額とします。 

・ オムツ等日常で使用されている方は利用毎にご持参下さい。やむを得ない場合は

当事業所で貸し出しますが、次回ご利用の際に代用の物をご返却ください。 

・ 個人的に希望して行うクラブ活動、レクリエーション及び外出行事等の材料費及

び参加費用。 

・ 利用者が選定する特別な食事の提供。 

・ 複写（コピー）を希望される場合     1 枚につき１５円（税込み） 

・ 利用者などのスナップ写真を希望する場合 1 枚につき４５円（税込み） 

・ 通常の実施地域を越えて行う生活介護に要する交通費は、公共交通機関等を利用

した場合は、その実費を利用者から徴収するものとする。なお、この場合、事業

者の自動車を使用したときは、次の額を徴収するものとする。 

①事業所から片道１０キロメートル未満 １回につき ２７５円（税込み） 
②事業所から片道１０キロメートル以上 １回につき ５５０円（税込み） 
 

３．利用者負担上限月額 

  利用者負担上限額管理により、支給量の範囲で、上限月額に達するまでは利用者

負担があり、その上限を超えると、超えた分の利用者負担は０円となります。（＊

別紙「自己負担費について」を参照） 

 ※負担上限月額等に関する詳細については、お住まいの市町村窓口にまでお問い合

わせください。 
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別紙―２ 

利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

事 業 所 又 は 施 設 名 障害福祉サービス事業（ふれあい泉南（生活介護）） 

申 請 す る サ ー ビ ス 種 類 生活介護 

措 置 の 概 要 

１ 利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口(連絡先)、担当者の設置 

相談・苦情に関する常設窓口として、担当者を設けている。また担当者不在の場合、事

業所の誰もが対応可能なようにパソコン上に相談・苦情受付簿を設定し、確実に処理が済

むまで引き継げる体制を取っている。 

 

常設窓口：設置場所 障害福祉サービス事業ふれあい泉南 

ＴＥＬ０７２―４８０―５６０４   

ＦＡＸ０７２―４８５―０２７０ 

      担当者：サービス管理責任者 萩ノ前 知世 

      第三者委員：小間物谷 安喜子   

            岩井 恵子 

受付時間：午前 8 時 45 分～午後 5 時 15 分（営業日） 

 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

① 苦情又は相談があった場合、苦情の内容等、状況を詳細に把握するため、必要に応

じて聞き取り調査のため、利用者を訪問して事実関係の確認を行う。  

② 相談担当者は速やかに施設長に苦情の内容などを報告し、関係職員とともに、苦情

申し出者に対して、対応方法を含めた結果報告を行う。 

 

３ 匿名の苦情への対応を行うための処理体制と手順 

ご意見箱・苦情箱を設置 

① 設置場所 １階エレベーターホール・デイルーム入口・ふれあい泉南フロア 

② 対応結果の公表  掲示板に掲示 

当施設において処理し得ない内容についても、行政窓口などの関係機関との協議

により、適切な対応方法を利用者の立場に立って検討し対処する。 

行政機関の苦情受付窓口 

泉佐野市健康福祉部広域福祉課      072－493－2023 

泉南市役所福祉保険部障害福祉課     072－４83－8252 

    阪南市健康福祉部            072－471－5678 

    田尻町民生部              072－466－8813 

大阪府福祉部医務・福祉指導室      06－6941－0351 

    大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会  06－6762－9471 

        大阪府国民健康保険団体連合会      06－6949－0351 

       

 


